
- 1 -

令和８年（ク）第４０７号

抗告人 世界平和統一家庭連合

相手方 文部科学大臣 松本洋平

特別抗告主張書面⑷
令和８年６月２２日

最高裁判所第３小法廷 御中

抗告人代理人弁護士 福 本 修 也

同 中 山 達 樹

同 堀 川 敦

同 山 地 博 貴

本主張書面では、特別抗告理由書の「第２」及び「第４」並びに特別抗告

主張書面⑵の「第１」で論じた「法人格取得・保持権」について、更に考察
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第１ 法人格不可侵権

１ 宗教団体の法人格取得・保持権は憲法上の権利

特別抗告理由書及び特別抗告主張書面⑵で論じた通り、宗教法人解散

命令が信教の自由を直接制約するものではないとした「オウム真理教解

散命令事件」に係る平成８年１月３０日最高裁決定（以下、「平成８年最

高裁決定」という。）の考え方は、今日、完全な時代遅れとなっており、

近年の各種法人制度整備を支えてきた立法事実と社会的背景、１９９０

年代以降活発になった憲法・行政法・民法各法学界における学説の趨勢

及び近代立憲主義憲法下にある欧米諸国で定着する国際的スタンダード

に鑑みれば、ひとり我が国だけが「法人格は国家が団体に与える立法政

策上の恩恵であって、結社の自由とは無関係」とする旧態依然たる立場

に固執し続けることは、もはや許される状況にない。

ブリガムヤング大学名誉教授の法学者 W・コール・ダーラム・ジュ

ニア氏が、欧米における宗教団体の法人格取得・保持権に関する比較法

的研究を行い、２０１０年に発表した論文『宗教団体の法的地位－比較

法的概観－』（資料７の１、２）は、

ヨーロッパにおける宗教団体法の発展に関する最も重要な動向の一

つは、宗教共同体が、信教の自由、および結社の自由という基本的

権利に基礎付けられた法人格取得の権利を有することが、明確に認

識されるに至っている点である。実際、ヨーロッパの判例において

示されたこれらの立場は、西ヨーロッパ（アメリカ合衆国における

場合と同様に）においてはあまりにも自明のものとされているため、

これらの問題が争点となる事例は、これらの国々においてはほとん

ど生じない。当該権利を承認した欧州人権裁判所の主要な判例は、

ギリシャ、トルコ、および、旧ソ連支配から移行過程にある諸国に

おいて示されている 。
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旨指摘する（資料７の２：１３頁）。すなわち、国際的（権威主義国家で

はない立憲民主主義国家間）に見れば、憲法上の法人格取得・保持権の

否定を前提とする平成８年最高裁決定が如何に時代遅れのものであるか

がよく分かる。ただし、上記言及するギリシャ、トルコ、ロシア、モル

ドバ、ウクライナ等において宗教団体の法人格取得・保持権が問題とな

った事件で同権利を確認した欧州人権裁判所の諸判決が出されたのは１

９９８年～２００９年のことであり（同１３頁～１４頁脚注）、時系列で

いうと、平成８年最高裁決定はこれら欧州内の人権後進国家群に係る判

決よりも少し前の時期（１９９６年）に出されたものである。したがっ

て，当時の最高裁判所においては、宗教団体の法人格取得・保持権に関

する国際的な動向の知見が十分になかったものと推察され、それ故、当

時そのような判断をしたことにつき必ずしも非難されるべきものではな

かったとも言える。しかしながら，仮に、最高裁判所が、２０２６年の

今日もなお同決定をそのまま維持するとすれば、「日本は完全に時代遅れ

の人権後進国家である」との不名誉な国際的評価を受けることになるで

あろう。事実、ダーラム名誉教授は、宗教団体による法人格取得・保持

権という視点から本件事件に重大な関心を寄せ、２０２４年１月２７日

付けのインタビュー記事（乙 C ３５『解散請求は国際法上不当 米の

迫害の過ちを繰り返すな』）で、次のように語っている。

－旧統一教会を巡る日本政府の対応をどう思うか。－

私は過去 40~50 年にわたり、各国の宗教法人法や宗教を保護する

国際法について研究してきた。近代の日本は偉大な民主主義国であ

り、私は人権や平和維持に配慮する日本に多大な尊敬の念を抱いて

いる。だが、日本の旧統一教会に起きていることを知ると、非常に

困惑させられる。

一般論として、宗教団体自体がひどい行為に及ぶという極端な状
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況が起こり得ることは理解している。しかし、安倍晋三元首相暗殺

事件は、信者ではない人物が起こしたものであり、旧統一教会とは

関係がない。それが合法的団体を解散させる理由にはならない。法

律を順守するために最善を尽くしているのであれば、解散手続きの

対象となるべきではない。国際法の下で法人格を保持する権利があ

る。

－解散命令請求裁判の行方をどう見る。－

最終的にどうなるかは分からないが、私の希望は司法プロセスが

公正な形で機能することだ。このケースは暗殺事件が引き金となっ

て激しい感情が溢(あふ)れている。裁判所や行政手続きが国際的な

ガイドラインに従い、旧統一教会が法人格を保持する権利を尊重す

ることを願っている。

私は民主主義が深く根付いた日本の制度に大きな信頼を置いてい

る。私の経験から、日本は他の多くの国々よりも人権の保護を認め

ている国だ。ただ、日本は時に、少数派団体に違和感を示すことが

ある。それこそが人権を順守しているかどうかの真のテストだ。

また、ダーラム名誉教授は、上記論文（資料７の２：２０頁）で、

前述の原則（代理人注：宗教団体の法人格所得権は信教の自由と不

可分である）は主として欧州人権裁判所の判決に由来するものであ

るが、これは、信教の自由、および結社の自由に関する規定の解釈

に基づくものであり、当該規定は、欧州人権条約 ECHR、及び市民

的及び政治的権利に関する国際規約ICCPR の対応規定とほぼ同一内

容である。したがって、これらは後者の規定の解釈に関して極めて

説得力の高い権威を構成しており、当該規定は現在、世界のほとん

どの国において拘束力を有している。

と述べており、我が国が批准する「市民的及び政治的権利に関する国際
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規約（ICCPR）」に照らして見ても、宗教団体の法人格取得・保持権は

日本国憲法により保障されている（憲法９８条２項）と理解するのが相

当である。

以上、平成８年最高裁決定以降の国内外の諸情勢に鑑みれば、最高裁

判所が判例変更をすべき時期に来ていることは誰の目にも明らかであ

る。

２ ●●●●准教授「意見書」より

⑴ 法人格不可侵権

●●大学准教授●●●●氏は、当審宛てに『宗教団体の法人格に関

する意見書』（資料４２、以下，「本意見書」という。）を提出し、「法

人格取得権は憲法により保障されている」とする立場から、これを「法

人格取得権」と「法人格不可侵権」（特別抗告主張書面⑵では「法人格

維持権（法人格をみだりに奪われない権利）」と呼称）とに分けて論じ、

深い考察に基づく説得的な論理を展開した。

まず、●●准教授は、

ここで注意すべきは、宗教団体が法人格を有することの意義や効

果は、法人格を取得する段階と、それが定着した後で異なる点で

ある。宗教団体が法人格を取得しようとする時、当該宗教団体が、

中立、平等、公正かつ透明な条件のもとで法人格を取得できるか

どうかが問題となる。一方、宗教法人法に基づき法人格を取得し

長期にわたり宗教法人として活動してきた宗教団体について、そ

の法人格を公権力が剥奪する時に問題となるのは、法人格取得後

に形成され浸透してきた宗教団体（法人）の組織的な基盤を破壊

することに合理性・正当性が認められるか否かである。そもそも、

宗教法人法上の「解散」は、「宗教法人が宗教法人として機能しな

くなり、もうそろそろ廃止してもいいだろうという場合における
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認識のもとに行われて」いるものであって、「大きな団体が人権侵

害を犯している場合においての「解散」というような想定は」、制

定当時の段階にはなかったものと思われる 。このため、宗教法人

の「解散」にあたっては、条文を機械的に当てはめるのではなく、

宗教法人法の趣旨や宗教法人と構成員の関係を踏まえた丁寧な検

討が必要である。本稿では、上記の二つの局面を区別し、便宜上、

前者を「法人格取得権」、後者を「法人格不可侵権」と呼ぶことと

する。

と述べる（資料４２：２頁～３頁）。すなわち、宗教法人の解散は「法

人格不可侵権」に関わる問題であって、「法人格取得権」の延長上にあ

る法人格の単なる剥奪という文脈で捉えることはできないというので

ある。

●●准教授は、

そもそも宗教団体は社団および財団の両者の性質を内在する特殊

な存在であり、他の団体とは区別される。宗教団体が自らの活動

を「宗教活動」と自認し、対外的にもそのように主張し、宗教活

動をより実効的に継続するために宗教法人としての地位を得よう

とする時、宗教法人としての地位には、所轄庁により認証を受け

た宗教活動を主旨とする団体という、他の法人とは明確に異なる

意味・効果が付与されることとなる。宗教法人としての地位は、

当該宗教法人が宗教活動を継続する中で対外的にも対内的にも浸

透・定着し、宗教団体および構成員たる信徒のアイデンティティ

となり、社会的な評価を帯びるものとなる。宗教団体にとって、

宗教法人としての地位は、その世俗的な側面だけでなく、宗教団

体および構成員たる信徒のアイデンティティと、当該宗教団体に

対する社会的な認識とを架橋するものということができる。そう
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であれば、宗教法人にとっての法人格不可侵権は、代替手段が存

在し得る法人格取得権とは異なり、宗教団体の構成員たる信徒一

人一人の内面と密接に関わるものということができるため、これ

を制約する際には、極めて厳格な審査基準が必要となる。

と述べ（同３頁～４頁）、法人格取得後の宗教法人の地位が、宗教団体

及び信徒のアイデンティティ、信徒一人一人の内面と密接に関わる代

替不能なものとなるため、国家がこれを制約する場面では、極めて厳

格な審査基準が適用されるというのである。

同准教授は、上記下線部について、更に突っ込んで次のように述べ

る（同６頁～７頁）。

宗教法人法第１条１項によれば、同法は、宗教団体が、礼拝の施

設その他の財産を所有し、これを維持運用し、その他その目的達

成のための業務及び事業を運営することに資するため、宗教団体

に法律上の能力を与えることを目的とする。第４条は、宗教団体

が宗教法人法に基づき法人格を取得することを認める。一般社団

法人や一般財団法人としても法律行為は可能となるが、宗教法人

は、「宗教法人法」に基づき法人格を取得し、その目的は「礼拝」

等の財産を所有し、宗教団体の目的を達成することに資するもの

であるため、他の法人形態と区別することの実益は、まさにその

宗教的性質にあるともいえる。こうした宗教法人の性質は、第８

４条が、「公租公課に関係がある法令を制定し、改廃」等をする場

合において、「宗教法人の宗教上の特性及び慣習を尊重し、信教の

自由を妨げることがないように特に留意しなければならない。」と

規定するところからも、その重要性を窺い知ることができる。

このため、宗教団体が取得し得る法人格は必ずしも宗教法人に

限定されないとしても、宗教法人としての地位は、当該団体のア
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イデンティティに密接に関わるものであり、それは宗教法人とし

て一定期間活動を継続することによって、宗教団体および構成員

たる信徒の間に定着する。この時、宗教法人であることの意味は、

法人格取得時のそれとは別物となっている。法人格取得後は、既

に形成された宗教団体および構成員たる信徒のアイデンティティ

や組織的な土台を維持することの利益が、宗教法人としての地位

それ自体に組み込まれるためである。

特別抗告主張書面⑶で象徴的に引用した一信徒が語る地元教会建設

への精誠を込めた歩みの証しと清算開始による精神的喪失感（資料３

９の２５）を見れば、上記が実に正鵠を射た指摘であることがよく分

かる。信徒らの信仰心を核にして組織された宗教法人は、会社などの

世俗的法人とは明らかに異なる特殊な法人なのである。この点、宗教

法人法の立案者である駒澤大学教授（当時）井上恵行氏は、その著書

『宗教法人法の基礎的研究』（資料４２：３頁、７頁～８頁）において、

宗教法人は、大海に浮動する氷山にも比すべきものであろうか。

氷山の、海上の見える部分は、海中の見えない部分の幾分の一に

しかすぎない。法人法の目が届く部分（世間性）は、全氷山の何

分の一にしか当たらない。その大部分（出世間性）は、法人法の

目が届かない、政教分離の海中に姿を没しているのである。…宗

教法人の世間性の部分だけが宗教法人ということも誤りである。

海中の部分をも合わせて氷山であるということがまちがいでない

ように、宗教法人の出世間性の部分をも合わせて宗教法人である

といってもまちがいではない。

と述べており（同著は１９７２年９月１日刊）、同法立案過程におい

て、世俗的性格と非世俗的性格が密接不可分に融合する宗教法人の特

殊性が正確に認識されていたことがよく分かる。



- 10 -

原決定及び清算手続進行により、現役信徒らが深いアイデンティテ

ィ喪失感を味わうと共に、内外において深刻な人権被害を被る事例が

数多く報告されているが（資料２５～２８の３０、同３６～４０の２、

同４３～４４）、宗教法人解散命令によりこのような事象が生じるの

は、本件が最初ではない。オウム真理教解散命令の後に信者らが歩ん

だ悲惨な受難の道（乙Ａ６６：西牧駒蔵『一宗教法人の解散命令につ

いて』２７４頁～２７５頁）

任意の宗教団体として、特に 1500 人の出家信者(その中には両サリ

ン事件に関係しない真摯な出家信者が多い)に障害が少なからず待

ち受けていた。住む家を持たない信者達は、小グループに分かれ

日本各地に分散したのであるが、そこでは移住阻止を訴える住民

運動により移住をはばまれ、さらに、転入届も地方自治体から受

理されなかった(平成 11 年・1999 年 4 月に 24 名、平成 13 年・2

001 年に 121 名)。住民基本台帳に登録されず、選挙権が認められ

ない。住民票がないと就職できず、さらに保険証がないから病院

にも行けず、「公安が職場に来たので退職させられた」、などの生

活苦難に直面した。信仰に不可欠な平穏な生活の基盤が崩壊した

といっても過言ではなかった。

に鑑みれば、宗教法人解散命令が現役信者らに深刻な人権被害を及ぼ

すことは、「歴史が証明する経験則」であると言える（他方、宗教法人

解散命令が出された第１号事例である平成８年最高裁決定当時、解散

命令が信者らに及ぼす人権被害につき、裁判所が全く意識していなか

ったことについては、資料４１「抗告人主張書面⑼」を参照）。宗教団

体の構成員である信徒らにとって、宗教法人は、自身の人生、信仰心、

思い入れ、人格的アイデンティティなど諸々が化体した存在であり、

他方、世間一般からすれば、国から宗教法人解散を命じられた宗教団
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体の信仰を有する信者らは当該宗教団体と一体であり、反社会的分子

として差別の対象となるのである。

このように、宗教法人解散命令による法人格の否定は、所属信者ら

の人格が内からも外からも否定されることに直結するのであるが、会

社など他の世俗的法人に対する解散命令ではそのような事象は生じな

い。例えば、会社の経営陣が犯した刑事事件を理由に会社解散命令が

出された場合、同会社の社員は、解雇の不利益を被る以外に、全人格

的なアイデンティティ喪失のような精神的ダメージを受けることもな

ければ、社員であることを理由に社会的差別や迫害などの人権被害を

受けることもない（NPO法人、一般社団法人等でも同様）。このように、

信教の自由を背景にして世俗と非世俗が密接に融合する宗教法人の法

人格は、経済活動の自由を背景とする会社など世俗的法人の法人格と

同列に扱うことはできないのである。この点について、●●准教授は

次のように指摘する（資料４２：２４頁～２５頁）。

高裁決定は、宗教法人法の性格について、「宗教法人法は、宗教団

体が礼拝の施設その他の財産を所有してこれを維持運用するなど

のために、宗教団体に法律上の能力を与えることを目的」とし、

「同法による宗教団体の規制は、専ら宗教団体の世俗的側面だけ

を対象とし、その精神的・宗教的側面を対象外としている」と述

べる（同 160 頁）。さらに、解散命令についても、宗教法人が「法

令に違反して著しく公共の福祉を害すると明らかに認められる行

為」をした場合には、法人格を与えたままにしておくことが不適

切または不要となるため、司法手続によって宗教法人を強制的に

解散し、「その法人格を失わしめることが可能となるようにしたも

の」であり、「会社の解散命令と同趣旨のもの」と解している（同

161 頁）。



- 12 -

この理解は、宗教団体の法人格について、その世俗的側面のみ

に光を当てて把握するものである。しかし、宗教法人としての地

位は、単なる財産管理上の便宜や特典にとどまらない。それは、

宗教団体が礼拝施設を維持し、信徒が共同で宗教実践を継続する

ことを可能とし、団体の活動を対外的に「宗教活動」として行う

ための法的基盤である。したがって、これを会社の解散命令と同

趣旨と捉えることは、宗教団体の法人格の憲法上の意義を過小評

価するものである。

以上、「宗教法人解散命令は世俗的な側面を対象とし、信教の自由の

支障は間接的で事実上のものに留まる」とする平成８年最高裁決定の

考え方（原決定も踏襲）は、世俗的性格と非世俗的性格が密接不可分

に融合する宗教法人の特殊な存在実態と世間一般の感覚から乖離した

空論なのである。もっとも、関西大学准教授山本健人氏は、「規制態様

が直接的であれ間接的であれ付随的であれ、特定の宗教的行為が妨げ

られる／ある宗教的信念に反する行為を行わざるを得なくなるのであ

れば、信教の自由にかかっている実質的な負担に大きな差があるとは

考え難い。」とし、憲法上保障された人権の制約を「直接的制約」と「間

接的制約」とに区分して、後者は権利制約の程度が弱いと一律に見な

すこと自体に反対している（資料４２：１５頁脚注）。

●●准教授は、宗教法人の法人格に関する上記考察に基づき、

解散命令により宗教法人が法人格を失うことによる信徒の宗教生

活への支障が「間接的で事実上のものであるにとどまる」とか、

「法人格を有しない宗教団体として…存続させ、新たに宗教団体

を結成することが妨げられるわけではなく…」とか、「信者らの存

在意義や価値そのものが否定されるわけでもない」といったこと

により、当該解散命令が正当化されるか否かについては、なお慎
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重な検討を要する 。宗教法人の活動・存立基盤そのものであり宗

教団体および構成員たる信徒のアイデンティティにも関係する法

人格を、いかなる条件のもとで国家が剥奪しうるのかを、厳格な

審査基準のもとで検討する必要があろう。

と述べ（資料４２：８頁）、欧州人権裁判所判決を引用した上で、

宗教団体の法人格が失われることにより、従来可能であった法律

行為が不可能または著しく困難になることは、宗教団体の構成員

たる信徒一人一人の信教の自由に深刻な打撃をもたらす。また、

宗教団体の法的地位をみだりに変更することも、当該宗教に対す

る社会的評価に影響し、それによって生じ得る偏見や差別も、信

徒一人一人の信教の自由を制約することとなる。これは、本稿の

いう法人格不可侵権として構成することが可能である。

と述べる（同１３頁）。

そして、●●准教授は、我が国における宗教法人格について、次の

ように結論付ける（同１５頁）。

礼拝施設その他の財産管理という世俗的側面と、宗教活動を行う

団体としての宗教的側面とを併せ持つ宗教法人が、宗教団体にと

ってなお特殊な地位であることには疑いない。

宗教団体は、法人格を取得したのちその法人格を維持する権利

を有する。法人格は、もっぱら世俗的な事項に関するものである

が、こと宗教法人についていえば、前述の通り、「法人」部分に現

れる世俗性と、「宗教団体」部分に現れる宗教性とが混在してい

る。信徒が法人名義の施設を礼拝所として使用したり、法人と雇

用契約を結んだ上で教団職員として宗教生活を営んでいたりする

場合、この世俗性と宗教性とは判然と区別し得るものではない。

したがって、法人格の喪失が、世俗的側面に関する一種の規制で
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あることを理由として、宗教的側面への影響を否定したり、これ

を直ちに間接的影響にとどまるとみなすのは失当である 。さら

に、宗教法人としての地位は、当該宗教団体が、所定の手続を経

て法人格を取得し、登記簿上も宗教法人として存在していること

を示すという意味で、社会的な信用を裏付けるものでもある。こ

れを国家が奪うことは、信徒に対して、宗教生活上の不利益のみ

ならず、偏見、差別や社会的信用の低下といった影響を招くこと

になる。これが、信徒の信教の自由に対する侵害となり得ること

もいうまでもない。こうした事態を防ぎ、構成員の信教の自由を

保障するため、宗教団体は、取得した法人格を維持する権利を有

するものということができ、国家が正当な理由なくこれに介入す

ることは許されない。上記の法理は、欧州人権裁判所の判例法に

よっても支持されており、わが国における結社の自由および信教

の自由の理解において、こうした法理を否定すべき積極的な理由

はない。このため、宗教団体は、結社の自由および信教の自由の

もとで、法人格取得権および法人格不可侵権を有するものといえ

る。

⑵ 原決定が法人格不可侵権を侵害し違憲であること

ア 具体的審査基準

(ｱ) 総説

●●准教授は、上記⑴で引用した基本的立場に立ち、次の理由

から、解散命令の根拠となる宗教法人法第８１条１項１号につい

ては、限定解釈の上、権利制約の正当性を厳格に審査する必要が

あると主張する（同１６頁～１７頁）。

第一に、宗教法人法は、その沿革上、戦前の宗教団体法下

において「行政機関に依存してきた宗教の体質」に対する批
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判的な議論の中で成立したものであって、行政の恣意および

裁量を排除することに眼目があった。特に、国家権力により

強制的に宗教法人の存立を終了させる制度である解散命令に

ついては、原案では「法令に違反し、若しくは公共の福祉に

反したとき」とされていたが、厳格化され、「法令に違反して」

「著しく」公共の福祉を害すると「明らかに」認められると

き、と改められた 。同条は、文理上も法の目的においても限

定解釈を要求しているのであって、これを行政の恣意および

裁量を拡大する方向で解釈してはならないことは明白であ

る。

第二に、宗教法人に対する解散命令は、宗教団体および構

成員たる信徒の信教の自由および結社の自由に含まれる法人

格不可侵権を制約するものである。宗教団体の法人格は、宗

教団体および構成員たる信徒の宗教生活の基礎となる法律行

為の土台であり、これを剥奪することにより、宗教生活全体

に支障を来すからである。また、宗教法人以外の法人形態を

とることが可能であるとしても、一旦宗教法人として認証さ

れその地位を維持しているのであれば、その地位を強制的に

変更することは、宗教団体および構成員たる信徒に対して社

会における偏見や差別をもたらす一要因となり得るため、代

わりとなる法人形態の存在のみを理由に正当化されるもので

もない。

(ｲ) 「法令に違反」

●●准教授は、政府が「法令に違反」の法解釈を一夜にして変

更したことについて、駒村圭吾慶応大学教授の見解（乙 A ５２）

を引用し、政府解釈の変更で射程を一挙に拡大したことは憲法の
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規範的安定性を揺るがすものであり、憲法解釈の信頼を損なうも

のである旨指摘した上、

宗教法人法の趣旨に鑑みるに、行政機関の恣意および裁量は

極力排除されなければならない。その観点からすれば、「法令

違反」の該当性を判断する際、特に所轄庁が解散請求の主体

となり、問題となる行為の「組織性」、「悪質性」、「継続性」

を評価・判断することは、行政による恣意および裁量を招く

危険がある。このため、宗教法人の行為が「法令に違反」す

るかについては、解散命令の請求主体により区別して解釈す

る余地がある。請求主体が所轄庁や検察官である場合には、

従来の刑罰法規違反に限定して解すべきであり、一方、利害

関係人が解散請求をする場合には、行政による評価判断が介

在する危険性が相対的に小さいことから、民法上の不法行為

も含むものとして解することができよう。

と主張する（資料４２：１７頁～１８頁）。

(ｳ) 「著しく公共の福祉を害する」

次に、●●准教授は、「著しく公共の福祉を害する」の要件につ

いて、

この要件は、解散命令の射程を、「法令違反」に該当する行為

のうち、さらに「公共の福祉」の侵害が特に重大なものに限

定する趣旨と解すべきである。ここでいう「公共の福祉」を、

抽象的な人権制約の根拠とすることは許されない。すなわち、

その内容を、当該宗教法人に対する社会的評価、国民感情、

不信感、ならびに当該宗教法人の教義および実践に対する否

定的評価とすべきではない。信教の自由が、特に宗教的少数

者を国家による圧力から保護することを重要な目的とし、宗
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教法人法が前述のとおり行政の介入を可能な限り排除する趣

旨を有するならば、ここでいう「公共の福祉」とは、他者の

生命・身体・自由・財産等の具体的法益、または社会秩序の

根幹に関わる具体的・客観的利益を意味するものとして、限

定的に解釈されるべきである。宗教法人法の成立過程におい

て同条の原案にわざわざ付け加えられた「著しく」という文

言は、この限定解釈をさらに強化するものとして解すべきで

ある。すなわち、当該宗教法人の行為が、法人格不可侵権を

制約し得る程度に、重大かつ具体的な害悪を生じさせている

ことが必要となる。この意味で、「著しく公共の福祉を害す

る」といえるためには、少なくとも、当該宗教法人の「法令

違反」行為による被害の性質、規模、反復性、継続性、組織

性の程度、ならびに現在および将来における具体的危険の存

在が、総合的に検討されなければならない。その際、たとえ

ば、被害の規模が甚大であり継続性が認められる場合であっ

たとしても、それが過去の個別的行為の集積にとどまり、現

在および将来において具体的な危険をもたらすことが確実で

あるといえない場合には、解散命令の請求時点において、「公

共の福祉」への害悪の程度がなお「著しい」と評価できるか

は慎重に判断されなければならない。また、「法令違反」行為

の組織性が問題とされる場合であっても、それは当該宗教法

人全体の方針、意思決定、活動の構造と実質的に結びついて

いることを要し、一部の信徒、役職者、関連団体の行為をも

って直ちに「公共の福祉」を害する程度が「著しい」という

ことはできない。

と主張する（資料４２：１８頁～１９頁）。
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(ｴ) 「明らかに認められる」

さらに、●●准教授は、「明らかに認められる」について、

宗教法人に対する解散命令は、行政機関の評価や社会的な批

判、「疑い」や「推測」に基づくものであってはならない。解

散命令は、宗教団体の法人格不可侵権を制約する極めて重大

な措置であるため、裁判所は、「法令違反」行為による公共の

福祉への著しい害悪の存在につき、高度の蓋然性を求めるべ

きである。ここでいう「明らかに認められる」とは、裁判官

が一応の心証を得たという程度で足りるものではない。当該

宗教法人の「法令違反」が明確であり、「公共の福祉」を「著

しく」害することが、客観的証拠に基づき高度の蓋然性をも

って認定される必要がある。民法上の不法行為や使用者責任

が問題となる場合には、その成否は個別事情により左右され

ることから、将来に関する未確定の事項や被害申告の多寡の

みをもって、「公共の福祉」を「著しく」害することが直ちに

「明らかに認められる」とすべきではない。また、この文言

は、行政庁の評価を裁判所がそのまま追認することを認めな

い趣旨であるとも理解することができる。同条は、所轄庁、

利害関係人または検察官による解散請求を認めつつ、その判

断主体はあくまで裁判所としている。これは、前述のとおり、

法人格不可侵権が行政庁の判断により制約されてはならず、

あくまで司法手続において厳格な審査を要求するものである

ことを示しているのである。

と主張する（資料４２：１９頁）。

イ 原決定に対する●●准教授の評価

(ｱ) 「法令に違反」
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●●准教授は、原決定が「法令に違反」する行為について、民

法７０９条上の不法行為を含むものとして解したことにつき、本

件の請求主体が所轄庁であることを十分に考慮していないと批判

する（資料４２：１９頁）。「宗教法人法は、戦前の宗教団体法へ

の反省に立ち、行政の恣意および裁量を排除することを眼目とし

て成立したものであり、とりわけ解散命令は、宗教法人の法人格

を強制的に剥奪する制度であるから、その発動については、行政

的評価や政治的判断が介在する余地を最大限排除しなければなら

ない」と指摘し、

所轄庁が解散命令を請求する場合に、民法７０９条上の不法

行為を広く「法令違反」に含めることには重大な問題がある。

民法上の不法行為は、個別事情に応じて、違法性、故意・過

失、因果関係、損害の範囲、使用者責任の成否等が判断され

るものであり、その判断には一定の評価が伴う。本件のよう

に宗教法人の活動が問題となる場合、所轄庁が、信徒の個別

的行為を集積し、その「組織性」、「悪質性」、「継続性」を評

価したうえで、当該宗教法人全体の「法令違反」を主張する

ことになれば、行政庁が宗教団体の活動全体に対して広範な

評価権限を有するということになりかねない。高裁決定は、

抗告人への行為について、信徒らの行為は、抗告人が「会長

等の幹部の承認の下、信者らに対し、社会通念上相当な範囲

を逸脱しない方法・態様による勧誘では達成できないような

数値目標を定めて献金や物品の購入の勧誘を行うよう求め」

たことによるものとする。また、コンプライアンス宣言後に

ついても、抗告人が「不相当献金等勧誘行為等防止措置を十

分に執らず、また、数値目標緩和措置を全く執らず」、従前と
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同水準の献金収入予算額を地方組織に通達したことを重視し

ている（同 155 頁）。ここで高裁が行っている判断は、単な

る客観的な「法令違反」の有無の確認ではない。そこでは、

宗教法人内部の予算編成、献金目標、幹部の認識、コンプラ

イアンス措置の実効性、信徒の勧誘態様との関連性が総合的

に評価されている。これらは、まさに行政庁による宗教法人

の活動構造の評価を通して、行政の恣意および裁量が入り込

み得る領域といえる。したがって、少なくとも所轄庁による

解散請求の場合には、「法令に違反」する行為は、従来の政府

解釈のように刑罰法規違反に限定して解すべきである。利害

関係人による請求の場合には、行政による宗教評価が直接介

在する危険が相対的に小さいため、民法上の不法行為を含め

る余地を認めることは可能である。しかし、本件のように所

轄庁が解散請求の主体となる場合にまで、民法第７０９条上

の不法行為を広く「法令違反」に含めることは、宗教法人法

第８１条１項１号の限定解釈を逸脱する疑いがある。

と批判する（資料４２：２０頁）。

原決定が行った不法行為を含めるとする「法令に違反」の解釈

（令和７年３月３日最高裁決定を踏襲）の憲法上の問題点（憲法

３１条違反等）については、特別抗告理由書「第１」・「第２」で

も指摘したところであるが、●●准教授の上記批判は、観点こそ

異なるが、その成否に一定の評価を伴う不法行為の不明確さ故に

国家権力の恣意が入り込む余地が大きいことへの懸念という意味

で、根底において共通していると言える。

(ｲ) 「著しく公共の福祉を害する」

●●准教授は、原決定が過去の不法行為事実にばかり囚われて
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いることを批判し、

宗教法人法第８１条１項１号における「著しく公共の福祉を

害する」という要件は、過去に重大な被害が発生したことだ

けで充足されるものではない。解散命令は、宗教法人の活動

基盤を消滅させる措置であるから、これを正当化するために

は、現在および将来において、当該宗教法人を存続させるこ

とが他者の権利・自由または社会秩序に具体的危険をもたら

すことを示す必要がある。

と述べ（資料４２：２１頁～２２頁）、

少なくとも高裁決定の認定上、本件銃撃事件後に新たな不相

当献金等勧誘行為が民事訴訟等において顕在化していること

は、証拠上明らかではない。それにもかかわらず、高裁決定

は、「現在もなお、抗告人の信者らによって不相当献金勧誘

行為が行われるおそれがある」と判断している（同 162 頁）。

と批判し（同２２頁）、

これは現在の具体的危険性についての高度の蓋然性を示すも

のとはいい難く、抗告人の態度、内部構造、過去の活動状況

からの推測にとどまる。高裁決定は、「おそれがある」、「可能

性が高い」、「期待し難い」などと予測を重ねているが、現在、

具体的に、誰に対して、どのような不相当献金等勧誘行為が

行われ、またはいかなる危険が差し迫っているのかを明示し

ていない。したがって、高裁決定の判断は、過去の被害の重

大性をもって、現在および将来の具体的危険性を推測する構

造となっている。しかし、「著しく公共の福祉を害する」とい

う要件は、過去の違法行為の重大性だけではなく、当該宗教

団体の法人格を存続させること自体が、現在なお重大な危険
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を生じさせていることを要求するものと解すべきである。高

裁決定は、この審査を十分に尽くしていない。

と批判する（同２２頁）。

厳格な審査基準に照らし、宗教法人解散命令の必要性を充足す

るためには、「明白かつ現在の危険」の存在が必要であり、本件証

拠に照らして現在及び将来の危険が認められないことについて

は、特別抗告理由書「第４・３⑴⑵」において指摘したところで

あるが、●●准教授の上記批判はこれと全く同様の指摘であると

いえる。

(ｳ) 「明らかに認められる」

●●准教授は、

「明らかに認められる」とは、法令違反および公共の福祉へ

の著しい害悪の存在について一応の心証が形成されることを

意味するものではない。解散命令は宗教法人の法人格不可侵

権を制約するものである以上、当該宗教法人の法令違反が明

確であり、公共の福祉を著しく害することが、客観的証拠に

基づき高度の蓋然性をもって認定されなければならない。

とし、現在の具体的危険性につき、原決定が具体性・蓋然性を示

していないと指摘する（資料４２：２３頁）。原決定が「推定」に

よりこれを行ったことにつき、

「明らかに認められる」という文言が解散命令発動の要件を

限定する趣旨である以上、将来のおそれや可能性に基づく推

測では不十分である。本件は民法上の不法行為を「法令違反」

として争う事案であり、その成否は個別事情に左右されるた

め、なおさら高度の蓋然性を示す必要がある。にもかかわら

ず、高裁決定は、過去の被害と現在の危険性に関する推測と
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を同視することにより、解散命令の結論を導いている。この

点で、「明らかに」という文言を付け加えることの意味は失わ

れている。

と批判する（同頁）。

次に、●●准教授は、解散命令以外のより制限的でない代替手

段の不存在に関しても、高度の蓋然性をもって認定していないと

して次のように批判する（同頁）。

高裁決定は、代替手段が現実に機能しないことを具体的に検

証しているわけではない。高裁決定は、抗告人が自発的に効

果的な措置を執ることは「期待し難い」と評価し、そのこと

から不当寄附勧誘防止法上の措置も実効性を有しないと判断

している。しかし、法人格不可侵権の制約においては、より

軽い措置が実際に試みられたか、またはそれが構造的に不可

能であるか、あるいは緊急性のため試みる余地がないかが、

具体的に示されなければならない。

高裁決定は、「抗告人の信者らによる不相当献金勧誘行為を

防止するための実効性のある手段は、抗告人の解散命令以外

には見当たらない」と述べる（同 165 頁）。しかし、これは、

代替手段の不存在を高度の蓋然性をもって認定したものでは

なく、抗告人の姿勢に対する否定的評価を前提として、解散

命令以外の手段を排除したものと解される。代替手段の不存

在は、単に裁判所が他の手段を期待できないと判断するだけ

では足りず、他の手段では目的を達成できないことが、客観

的かつ具体的に示される必要がある。このように、高裁決定

は、過去の不法行為については詳細に検討する一方、現在の

具体的危険の存在および代替手段の不存在については、同等



- 24 -

の審査を行っておらず、宗教法人法が要求する「明らかに認

められる」に足るものとはいえない。

厳格な審査基準に照らし、宗教法人解散命令の必要性を充足す

るためには、「明白かつ現在の危険」の存在の外に、「他に取り得

るより制限的でない手段（LRA）」の不存在の要件が必要であり、

本件証拠に照らしてこれらが認められないことについては、特別

抗告理由書「第４・３⑴⑵、４」において指摘したところである

が、●●准教授の上記批判はこれと全く同様の指摘であるといえ

る。

(ｴ) 法人格不可侵権の観点からの原決定に対する評価

●●准教授は、上記(ｱ)～(ｳ)の問題が、「高裁決定が宗教法人を

解散することを、法人格不可侵権の制約として十分に位置付けて

いないこと、または法人格不可侵権の重要性を十分に認めていな

いことに起因する。」と喝破する（資料４２：２４頁）。これは、

同准教授と同様、法人格取得権を憲法上の人権と捉える石埼学龍

谷大学教授がその意見書で指摘したところ（資料１８：２３頁～

２４頁）と全く同じである（特別抗告主張書面⑵「第１」参照）。

原決定判断の誤りの原因は、宗教団体の法人格取得権及び法人

格不可侵権を認めない時代遅れの古い考え方（平成８年最高裁決

定）にあり、それが本件に対する厳格な審査基準の具体的な適用

場面において悪影響を及ぼしているのである。

３ 総括

「宗教法人法は、法人格を付与された宗教団体の世俗的側面のみを規

律し、宗教の教義、信仰、儀式など非世俗的側面には容喙しない」とい

うのは、全くもってその通りであって正しい。しかしながら，宗教法人

は、会社等の世俗的法人とは異なり、世俗的性格と非世俗的性格が密接



- 25 -

に融合した特殊な存在であるが故に、形式的には世俗目的の規律・規制

ではあっても、宗教法人が持つ非世俗的領域を結果的に侵す可能性があ

る（前掲井上恵行教授の指摘「法人法の目が届く部分（世間性）は、全

氷山の何分の一にしか当たらない。その大部分（出世間性）は、法人法

の目が届かない、政教分離の海中に姿を没しているのである。」を参照）。

宗教法人の特殊性に配慮せず、世俗的法人に通用する一般的法の論理を

宗教法人にそのまま適用した場合、信教の自由の侵害をもたらす可能性

がある。国家は、世俗的法人では決して問題にならないことが宗教法人

では起こり得ることを認識し、宗教法人法の解釈・適用に当たっては、

宗教法人の非世俗的側面（＝信教の自由）に十分に配慮しなければなら

ないのである。

しかるに、原決定は、上記配慮を欠き、本件事件に対して厳格な審査

基準を一応適用して判断した体裁をとりながら、具体的判断の場面では、

「危険の現実性」や「他に取り得るより制限的でない手段（LRA）」の

有無に関する判断が酷く恣意的であり、人権相互間の利益衡量において

も、抗告人やその職員・家族を含む現役信徒らの人権（信教の自由、職

業選択の自由、教育を受ける権利、生存権）への配慮は皆無に等しかっ

た。原決定の上記判断姿勢の根底部分で、「宗教法人解散命令は信教の

自由を直接制約するものではない」とする平成８年最高裁決定の考え方

が悪影響を及ぼしたことは明らかである。

よって、当審においては、同決定の判例変更を行うか否かにつきまず

は判断されたい。

以上


